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海洋地質部の研究の概要(昭和58年度)

水野篤行(海洋地質部)
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58年度における海洋地質部のメインイベントの一二つは

58年4月1目付での海洋底質課(課長:大嶋和雄)の発足

であった.海洋地質部ではこれまでも紹介してきたよ

うに49年度の設立当初から沿岸海域や湖沼域での底質汚

染め問題を研究の一つの柱とし研究グルｰプを設けて

とりくんできた･今回新しくr沿岸域における底質の

生成環境及び成因等の研究に関する業務をつかさどる｣

(工技院地質調査所組織細則第9条の5)海洋底質課の設立

が認められたことによりその方面の研究のますますの

充実が期待される.

さて58年度の海洋地質部の研究は地質調査船白嶺

丸による工業技術院特別研究の2テｰマ国立機関公害

防止等試験研究の2テｰマ科学技術庁科学技術振興調

整費の1テｰマ本省生活産業局予算による海底砂利賦

存状況調査経常研究の7テｰマでありそのほか石油

公団による南極地域石油基礎地質調査に対する研究技術

指導と国際協カガミ行われた.経常研究以外の諸テｰマ

をこれまでの推移とあわせて第1図にまとめて示す.

また主なテｰマの対象海域を第2図に示す.それぞ

れの研究はいずれも1噴調に進行した.以下に主た研究

活動状況の概要を紹介する.

工業技術院特別研究

r深海底鉱物資源に関する地質学的研究｣とr日本周

辺大陸棚精密地質に関する研究｣が前年度にひきつづき

それぞれ5年計画の最終年度として実施されそのため

の白嶺丸航海が4月一8月(土佐湾･豊後水道南方･日向灘)

と8月一10月(タヒチ西方)に行われた(第3図).両研

究の成果は第1次報告としてのクルｰズレポｰト海

洋地質図として刊行されている･58年度末までに刊行

予定のものを含めでこれまでに刊行されたものは第1

表･第2表に示すとおりである.

両特別研究とも本年度をもって終了する･59年度に

おいては白嶺丸を利用する研究テｰマとしてはr海

底熱水活動に伴う重金属資源の評価手法に関する研究｣
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､護立1海洋地質部

日1(時調)

霧壽義轟嚢葉扉菱ける精密階調〕1海底軟弱地盤の調査殻術に関する研究

壼(特研〕紀伊水道に関す多総合研究(振鰯整費㈹

質日本周辺海蜘也質構造総合調査研究Iイノ1洋太平洋フレｰ1境界一■

調(経制海底地質調査技術の研究1海域における島1弧･繊系の地

査寸(特研〕1質構造に関笹.......

.日本周辺犬醐海底地質総合研究､特研､幣㍗糾

(時調)l

HI自本周辺大陸棚精密地質に関する研究

深海底資源開発に古(特研){(自嶺丸)

関する基礎的調査研究.

深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究(特研〕(～58)

1深海底鉱物資源に関する地質学的研究

I(特研)

苧染底質の調査技術に関する研究I(特研〕

一汚染底質堆積機構に関する研究(特研〕

I赤潮による底質汚染機構に

1関する1研究(特概〕{山58〕

=湖沼堆積物の調査技術に関する研究

1開口性沿岸海域開発に伴う

■UJNR海底地質パネル底質汚染予測技術に関する研究__

一←日独協力マノカノノンユｰルｰ一

1日仏協力マノカノノンエｰル■一

(GS国際協力)=←ccop/sopAc技術援助..

(露草ルギｰ庁関係)鴇驚ぺ白嶺丸紅生活鱗底㈱騰ぽ幽繍鰯一

第1図海洋地質部の主な研究業務の推移

地質ニュｰス355号�



海洋特集

�

����⑧.��

������忌

��④⑥!����滝

�⑥ノ⑧���ミントウェｰ��

�����ハワイ�

�����む�

��!グアム����

�拳�����

�●■�厚����

亀��銚バウル����

����フイジ寸��

���一��⑳西タビ�チ

���､���

ユ20｡

ユ40,160｡ユ80.16ぴユ4ぴ12ぴ

40｡

第2図

2ぴ58年度の主な調査海域

①深海底鉱物資源に関する基礎的研究

②インド洋･太平洋プレｰト境界海域における島弧一

海溝系の地質構造に関する研究

0｡

③日本周辺大陸棚精密地質に関する研究

④開口性沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技術に関す

る研究

.2ぴ

⑤湖沼堆積物の調査技術に関する研究

⑥海底砂利賦存状況調査

40｡

(研究グルｰプ長予定:湯浅真人生研)(伊豆･小笠原周辺海域

を対象)とr西南目本周辺大陸棚の海底地質に関する研

究｣(研究グルｰプ長予定:盛谷智之課長)(59年度には種子島

周辺･野間岬沖海域を60年度以降には山陰一能登沖目本海域を

対象)を共に5ケ年計画で実施する予定である.

深海底鉱物資源に関する基礎的研究(54-58年度)〔研究グル

ｰプ長:盛谷智之課長〕ウエイタｰタヒチトランセク

トの最南部仏領タヒチ島西方の南ペンリン海盆(12.5u

S-14･5お158叩一16ぴW)を対象としてGH83-3航海(60ルｰプ長:本座栄一課長〕

日間)によりマンガン団塊分布の詳細を明らかにしま日向灘の連続した3海域を

年月.日付123456ケ89ユ011ユ21314151617181920212223242526272829

58年GS217日⑤土佐湾･豊後水道1･日向灘周辺海域その1(40日)

4月

船橋GH83一

･月鴛

⑤土佐湾･豊後水道:･日向灘周辺海域その(60日)

船概GH83-2(補総､休…睦〕

㊧タヒチ島西方海城(60目)､

8月

船橋船橋GH83-3

9月･仏楓タヒチ

パピｰチ{lli給､休捷)

合入渠修維工専(20日)

ユO月_____｣

船橋船橋下1異1

テスト航海

船橋船橋船橋

スコット海盆海域調弁(105早)

59年

第1猛中間検査･期末大梁修維工事(16日)

凡例=⑤:日棚辺大陸棚精密地質…こ関する研究⑱:深海底鉱物資源に関する地質学的研究鼎C±織鰍

1984年3月号

た海底地形･堆積物･地質構造との関係を明らかにした･

成果の一つとしてマンガン団塊の形態の相違カミ堆積物の

特徴の相違に対店していることカミわかった.ウエイタｰ

タヒチトランセクトの地域に関する57年度までの成果と

あわせて同トランセクト全域におけるマンガン団塊の

分布･諾特徴の地域的変化の成因的問題等を明らかにし

て本特別研究を終了する.

日本周辺大陸棚精密地質に関する研究(54-58年度)〔研究グ

土佐湾･豊後水道南方･

GH83-183-2両航海(100

鋤1

第3図

昭和58年度地質調査船

r白嶺丸｣運航目程図

GH83-1航海:58.4.15

～5.24

主席研究員玉木賢策

(4.15～5.2)

奥田義久

(5.5～5.24)

GH83-2航海:58.6,3

～8.1

主席研究員有田正史

(6.3～7.7)

木下泰正

(7.9～7.26)

本座栄一

(7.27～8.1)

GH83-3航海:58.8.8

～10.6

主席研究員野原昌人�
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水野篤行

第1表

クルｰズ･レポｰト(CruiseReport)

(昭和58年度末現在)(英文和文要旨付き)

No.1深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

北酉太平洋における1972年11月～12月航海調査報告

���

No.2五島･対馬周辺海域の海底地質調査航海報告(1975)

No.3相模灘周辺海域調査報告

(GH74-1,一2研究航海1974年4月～5月)(1975)

No･4東部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(GH74-5研究航海1974年8月～10月)(1975)

No.5南方諸島(伊豆･小笠原海域)調査報告

(G亘74-3,一6研究航海1974年6月,10月～11月)

���

No.6琉球(南西諸島)島弧調査報告

(GH75-1,一5研究航海1975年1月～2月,7月～

8月)(1976)

No,7日本海溝および千島海溝南域の地質学的調査

(GH76-2研究航海1976年4月～6月)(1977)

No.8中東部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(G且76-1研究航海1976年1月～3月)(1977)

No.9西南目本太平洋側海底地質研究

(GH75-4研究航海1975年6月～7月)(1978)

No.10沖縄舟状海盆北縁および日本海西縁域の地質学的調査

(G亘77-2研究航海1977年4月～5月)(1978)

No.11北海道周辺オホｰツク海および北部目本海域の地質学

的調査

(GH77-3研究航海1977年6月～7月)(1978)

No.12中西部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(GH77-1研究航海1977年1月～3月)(1979)

No.13日本海の地質学的調査

(GH78-2研究航海1978年4月～6月)(1979)

No.14小笠原島弧及び北部マリアナ島弧の地質学的調査

(GH79-2,一3,一4研究航海1979年4月～8月)

���

No.15北部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(GH79-1研究航海1979年1月～3月)(1981)

No･16小笠原島弧北部,八丈島北東海域の海底地質研究

(GH80-4研究航海1980年7月～8月)(1981)

No.17西部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(GH78-1研究航海1978年1月～3月)(1981)

No.18中部太平洋ウエイタｰタヒチトランセクトに関する海

洋地質･地球物理･マンガン団塊の広域的デｰタ

(GH80-1研究航海1980年1月～3月)(1982)

No.19東北目本弘一伊豆･小笠原島弧接合地域の海底地質研

究

(G且80-2,一3研究航海1980年4月～6月)(1984)

第2表

海洋地質図出版一覧(昭和58年度末現在)
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甑島周辺海域海底地質図1/20万(1975)

対島一五島海域表層底質図1/20万(1975)

相模灘及び付近海底地質図1/20万(1976)

相模灘及び付近表層堆積図1/20万(1976)

紀伊水道南方海底地質図1/20万(1977)

紀伊水道南方表層堆積図1/20万(1977)

銃球島弧周辺広域海底地質図1/100万(1977)

西南目本外帯沖広域海底地質図1/100万(1977)

八戸沖表層堆積図1/20万(1978)

八戸沖海底地質図1/20万(1978)

日本海溝･千島海溝南部および

その周辺広域海底地質図1/100万(1978)

西津軽海盆表層堆積図1/20万(1979)

日本海南部および対島海峡周辺広域海底地質図1/100

万(1979)
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北海道周辺目本海および

オホｰツク海域広域海底地質図1/100万(1979)

日本海中部広域海底地質図1/100万(1981)

紋別沖表層堆積図1/20万(1981)

小笠原島弧北部広域海底地質図1/100万(1982)

小笠原島弧南部およびマリアナ島弧北部

広域海底地質図1/100万(!982)

中部平太洋フリｰ･エア重力異常図1/200万(1982)

隠岐海峡海底地質図1/20(1982)

中部太平洋マンガン団塊分布図1/200万(1983)

釜石沖海底地質図1/20万(1983)

日本周辺海底地質図1/300万(1983)

房総半島東方海底地質図1/20万(1983)

釜石沖表層堆積図1/20万(1984)

日間)により調査した.GH83-1航海では音波探査(側

線間隔:3.5-7㎞)を主とする海底地質調査を行いGH

83-2航海ではその成果を参考として主として採泥による

海底堆積物の調査(測点間隔:約7K㎜)を行った.これ

らを通じて南海トラフ北側の大陸縁辺部の地質構造

とくに日向海段･土佐海段とその周辺での特徴がくわし

く明らかとたった.また砂質堆積物･泥質堆積物の全

般的境界が500m以深であり太平洋側堆積物の一般的

傾向が存在していることが明らかとなった｡また豊後水

道の水深二90m付近の砂浪を形成する砂質堆積物が細骨

材資源としての可能性があることが明らかにされた･

今回の調査で九州南端部を除く本州一四国一九州沖の海

底地質図･堆積図(1:200,000)作成を目標とする本特

別研究を終了する.
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国立機関公害防止等試験研究

r湖沼堆積物の調査技術に関する研究｣が前年度か

ら継続しまた新たにr開口性沿岸海域開発に伴う底質

汚染予測技術に関する研究｣が本年度より発足した.

湖沼堆積物の調査技術に関する研究(56-58年度)｢研究グル

ｰプ長:井内美郎主研〕研究の最終年度にあたり

前年度から継続して霞ケ浦を対象として①新しい調査

機器の開発と応用②採泥資料の堆積学的な分析手法と

デｰタ解析手法の確立③調査手法の確立と応用の3

研究を実施した･際立った成果は音響的不透明層か

気泡による音波散乱に起因するものであること堆積物

の火山灰層が堆積年代･堆積速度決定に利用できること

堆積物中の重金属元素･有機元素の濃度カミ霞ケ浦の湖水

と海水の交換率の変化に伴って上昇してきたことなど

が明らかにされたことである.またデジタルサイド

スキャンソｰナによって湖底状況図を作成する技術が確

立された.過去2年間の成果をあわせて総合的な検討

を行い本研究を本年度をもって終了させる.59年度か

らは本研究の成果に基き研究テｰマをさらに発展さ

せて｢湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究｣(研

究グルｰプ長予定:井内美郎主研)を琵琶湖をモデルフィｰ

ルドとし対照的な性格をもつ霞ケ浦のこれまでに得られ

ているデｰタと比較考察を行い姉ミらすすめて行く予

定である.

開口性沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技術に関する研究

(58-62年度)〔研究グルｰプ長:大嶋和雄課長〕58年

度から新発足した研究で開発計画が進められつつある

日本海側･太平洋側の開口性沿岸域の2海域をモデルフ

ィｰルドとして底質汚染調査技術の確立と環境アセス

メントのための現地調査指針を作成することを目標とす

る.58年度においては静隠型海域である石狩湾につい

て底質分布特性から汚染物質の沈積及び底層流向の研究

浮遊懸濁物質沈積後の再移動評価に関する研究環境指

標底生動物凝集の認定と環境評価に関する研究の諾項

目について現地調査研究デｰタを得た･

科学技術振興調整費による研究

前年度からの継続テｰマとしてrインド洋･太平洋プ

レｰト境界海域における島弧･海溝系の地質構造に関す

る研究(以下IPPBASと称する)｣カミ行われた.前年度

にはそのほか単年度計画でr我が国周辺200海里水域

の調査手法に関するフィｰジビリティスタディ｣の一部

1984年3月号

を分担してとくに海底火山･海嶺域における重金属堆

釦

積物等の海底鉱物資源の調査に必要な各種機器等の検討

を行い報告書を作成した(研究グルｰプ長:湯浅真人生研

200海里FSグルｰプ海底熱水鉱床の調査技術に関する調査報

告地質調査所1983)･本フィｰジビリティスタディの

成果に基いて58年度からr我が国周辺200海里水域に

おける新調査システムの開発に関する研究｣カミ多くの省

庁の参加により発足した.地質調査所ではそのなかの

r海底地形及び地層の精密探査カミ可能な海底調査技術の

開発｣の一部としてr深海底航式地震波探査装置の開

発｣を59年度から4ケ年計画として実施することにたっ

ている(研究グルｰプ長予定:石原文実生研).

IR肥AS(56-60年度)〔研究グルｰプ長1本座栄一課長〕

本研究は国際共同研究である･56･57年度の準備段階

を終えて58年度から60年度まで海上調査研究を実施す

る.58年度には事前調査として57年度末(58年3月ポｰ

トモレスビｰ)に行ったプレグルｰズミｰティングの成果

を基礎としてさらに58年10月にフィジｰで｡coP/

SOPACSTARワｰクショップが行われた際にプレグル

ｰズミｰティングが行われ本年度の調査航海計画がほ

ぼ最終的に決定された･調査機器の開発整備としては

マルチチャネル音波探査処理機ピストンコアラのパイ

ロットに組み込むことカミできる地設熱流量計を開発した.

海上調査研究はニュｰブリテン海溝域(ソロモン海)

とビスマルク海を対象とし海洋科学技術センタｰの

｢なつしま｣(潜水調査船rしんかい2000｣の支援母船1300ト

ン)を使用して58年11月21目から59年1月17目までの

間行われた.マルチチャネル音波探査地磁気調査

海底サンプリング地殻熱流量測定海底観察によりプ

レｰト境界域の地質構造を明らかにした.そのほか

国立防災科学技術センタｰにより主として海底地震計

(OBS)による海底地震活動地殻深部構造の研究が行

われた｡参加者は日本側9名(地質調査所･国立防災

科学技術センタｰ･海洋科学技術センタｰ)オｰストラリア

6名(シドニｰ大学･ラトロｰブ大学･鉱物資源地質地球物理

局等)パプアニュｰギニア5名(地質調査所等)ccoP/

SOPAC事務局1名合計延21名であった.f

59年度にはトンガ海溝域の海上調査研究が計画されて

おりそのためのプレグルｰズミｰティングが59年3月

にトンガで行われることに在っている.

その他の研究

海底砂利賦存状況調査〔研究グルｰプ長:有田正史生研〕

昭和57年度の骨材対策委員会海底砂利賦存状況調査部会�
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水野篤行

において58年度にはオホｰツク海側のr紋別沖｣海域

の堆積物について海底骨材資源としての適合性を検討す

ることが承認されている｡これに基き地質調査所が

同海域の水深100m域で採取した61点の砂質堆積物につ

いて検討を行った結果南東部の水深40-50m60-70m

に分布する粗粒砂が細骨材資源としての可能性があるこ

とカ湖らかとなった.しかしその分布域はせまく多

くの資源量を望むことはできない.

経常研究下記の7項目に関する基礎的研究が行わ

れたカミこのなかのいくつかのものについて簡単に紹介

する.

･海底地質層序構造の基礎的研究

･海洋地質情報処理管理の研究

･深海底鉱物資源の基礎的研究

･海底漂砂鉱床の濃集機構の予察的研究

･音波探査デｰタの処理･解析技術の研究

･海洋地球物理デｰタの現場処理･解析技術の研究

･汚染底質の研究

r海洋地質情報処理管理の研究｣の一部として海底地

質構造･重力･地磁気詰デｰタの結合に関する研究を行

い成功した.この研究の過程で水深デｰタ･標高デ

ｰタに基くコンピュｰタ･グラフィックスによる日本列

島及び日本周辺海域の立体地形図(地質ニュｰス1983年3

月号の表紙に掲載)を作成した.同図はその後TV科

学番組に利用されたり科学普及雑誌に引用されたりし

て大きな好評を得ている･

r深海底鉱物資源の基礎的研究｣においては海成マン

ガン鉱物の合成実験研究を行ってマンガン団塊の鉱物組

成と有用金属含有量との間の成因的関係を明らかにし

また従来知られている海底熱水鉱床の分布･産状･諸性

質等のデｰタ･今後の課題等の総括を行った.

r音波探査デｰタの処理･解析技術の研究｣において

はデジタルサイドスキャンソナｰによる海底面からの反

射デｰタをRIPSによって処理し海底モザイク図の作

成を実用化できる見通しを得た･

南極地域宿泊基礎地質調査(石油公団)55-57年度にお

いて順次西南極の3海域が調査され58年度から3ケ年

計画で東南極周辺海域の調査が行われることになった.

58年度にはロス海の西方オｰストラリア南方のスコッ

ト海盆域を対象として58年11月25目から59年3月8目

にかけて白嶺丸による調査が行われた.これまでと同

様マノレチチャネル反射法音波探査を主とし地質調査所

海洋地質部･物理探査部から各分野に関する専門家(延

7名)を派遣調査に協力した.

潜水調査船rしんかい2000rによる海底地質の研究58年

度から海洋科学技術センタｰ所属の｢しんかい2000｣カミ

調査潜航を開始し科学技術庁では海洋科学技術開発推

進連絡会議のなかの深海調査研究委員会のもとに深海調

査研究推進検討会を設置し｢しんかい2000｣による研

究の推進をはかっている･また同検討会のもとにそ

れぞれの専門分野ごとに関連研究機関に調査研究ワｰキ

ンググルｰプが設けられている.地質調査所では58年

9月1目に地質関係調査研究ワｰキンググルｰプ(主査:

水野篤行)を発足させ地質関係分野の調査研究の計画立

案･実施･成果とりまとめ等を担当している･58年11

月11目には主査の主催のもとにワｰクショップrしんか

い2000による海洋底の研究｣を行い所外の関連研究者

を含めて30名以上に及ぶ多分野の関連研究者による討論

を通じてrしんかい2000｣による研究テｰマに関する中

長期的な展望を行った･

58年度におけるrしんかい2000｣による研究は駿河

湾に関する全体的計画の一環として地質･地形海象両

ワｰキンググルｰプの共同調査の形で59年2月17目か

ら2月24目までの間の6回の潜航により行われる.地

質関係ワｰキンググルｰプからは環境地質部山崎晴雄技

官が参加しr駿河トラフ底の断層による変動微地形の調

査｣というテｰマのもとに活断層の地形的特徴から活

断層によって発生が予想される地震の特性を解明するた

めの手がかりを得ようとするものである｡地質ニュｰ

スの本誌カミ刊行される頃にはその興味深い成果が得られ

ているであろう.

国際協力

昨年度にひきつづき本年度もさまざまな形での国際

協力が行われた.

二国間協力UJNR(天然資源の開発利用に関する日米会

議)海底地質部会目仏科学技術協力海洋開発専門部会

(深海鉱物資源･地質)日独科学技術協力海洋科学技術パ

ネル(マンガン団塊)を通じての海洋地質･鉱物資源

(とくにマンガン団塊)に関する情報交換が主であった.

特筆すべきものとしてr深海底鉱物資源に関する地質

学的研究｣のタヒチ西方海域の航海の後半に西独クラ

ウス工科大学のぺ一タｰ･フレミング氏が乗船マンガ

ン団塊に関する船上での研究協力を行った･これはか

ねてから日独協力の協力活動としてマンガン団塊研究に

地質ニュｰス355号�
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関する相互乗船による研究協力の実現が目標となってい

たがまず57年10-11月の独側ゾンネ号の東部北太平洋

航海への臼井朗技官の参加が実現しそれに対応して今

回の独側科学者の日本側白嶺丸航海への参加か実現した

ものである.この完全な形での相互乗船の実現はまず

船上での研究方法の相互理解研究者による船上での科

学的討論が可能であったという点で相互に非常に有益で

ありまたそれらをべ一スとした上で室内研究を通じて

中部太平洋･東部北太平洋のマンガン団塊の諸性質･形

成過程の詳細匁比較検討カミ目独双方に可能となった点で

非常に有意義であった｡とくに今後の室内研究の成果

双方の研究結果総括への貢献は今後のマンガン団塊に関

する日独協力を質的に向上させる上に欠きた基礎をつく

るものと荏ろう.なお同じく後半の航海に韓国エネ

ルギｰ･資源研究所のリｰ･チ･ウオン氏も参加マン

ガン団塊･堆積物に関する研究協力を行った.

昨年のrマンガン団塊の日仏研究協力に関するワｰク

ショップ｣の一般講演においてフランスCNEXOブル

タｰニュ海洋研究センタｰのG･ポト博士が講演された

大洋中央海嶺の熱水作用に関する原稿は本年に入ってか

ら同博士が手を加えた原稿が送られ筆者が実質的に編

集した海洋科学1983年9･10月号(海底熱水鉱床特集号)に

その和訳が掲載され日本における熱水鉱床の研究とそ

の方法にたいして大変有益な貢献とたった.

南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員会(ccOP/SOPAC)

の第12回会合本会合は58年10月11目から10月19目まで

トンガのヌクアロファで行われ盛谷智之海洋鉱物資源

課長カミ資源エネルギｰ庁の河本博隆海洋開発室長とと

もに技術顧問として出席し同委員会の活動に対する協

力国側としての情報提供や助言を行った･とくに今回

は日本側から日本と｡cOP/sOPAcとの共同による

r南太平洋海域のマンガン団塊等鉱物資源の探査計画｣

の提案が行われ承認された･これによりすでに実施

中の国際共同研究｢IPPBAS｣とともに日本カミ南太平

洋海域の地質･鉱物資源の調査研究に大きく貢献するこ

とになった.なお｡coP/soPAc第12回会合の後

盛谷課長は58年10月20目から11月15目までフィジｰ

のスバにある同委員会事務局に滞在し南太平洋海域の.

マンガン団塊の諸資料を検討し今後の調査研究の対象

と在る資源的可能性の高い海域の選定等の技術協力を行

った.

第3回南太平洋地域の地質･鉱物資源･地球物理に関する国

際ワｰクショップ前記会合の直前58年10月3-7目に

｡coP/soPAcIoc/UNEscoUNU(国連大学)の共催

による標記ワｰクショップがフィジｰ国スバで開催され

た.ccoP/soPAc協力国･加盟国･国連機関から53

名が我カミ国からは海洋地質部本座栄一課長主嶋崎吉彦

鉱床部長カミ参加した.この会合はr南太平洋地域の鉱

物･炭化水素資源評価に必要な海洋地球科学的研究｣を

主要テｰマとし｡coP/soPAc及び当地域島喚国の資

源開発関係活動に指針を与えることを目的としたもので

ある.シンポジウム及び2つの分科会での討議や全

体会議カミ行われ最後に今後の資源開発に重要な研究活

動の実施カミ具体的に勧告された.このワｰクショップ

の機会にさきに紹介した科学技術振興調整費による国

際協同研究IPPBASの今年度の具体的な実施計画につ

いて本座課長が｡coP/soPAc事務局･オｰストラリ

アなどと協議を重ねてほぼ成案を得ることができた･

沿海鉱物資源探査集団研修コｰス(OffshoreGroupTrain･

ingC.u｡｡｡)58年7月27目一8月1目の間白嶺丸

GH83-2航海において調査と平行して10名の参加者に対

して船上調査の技術指導を行った･また例年のように

海洋地質部の研究員が筑波において海洋物理調査･海洋

鉱物資源等に関する講議･個別研修指導を行った･

その他有田正史生研か韓国エネルギｰ･資源研究

所からの招請により58年12月12目～12月21目の間軟X

線写真撮影による堆積構造研究の技術指導のため同研究

所を訪問しまた松本英二主研は国際協力事業団派遣

専門家として同じく58年12月12目～12月21目の10日間

フィリピン国天然資源鉱山地球科学局鉱物分析研究所に

地質資料年代測定に関する技術指導のために出張した･

あとがき

海洋地質部は設立以来早くも満10年を終え早年目を

むかえようとしている.この閻全研究員の努力により

その多岐にわたる研究活動の成果は不十分な点は多々あ

るとはいうものの国内的にも国際的にも一定の評価をあ

たえられるようになった..r海洋開発｣は現在では当

部の設立当初にくらべて全体的に.トｰンダウンしている

ように感じられるが海底に関する問題は今後長い目で

見た場合には我が国の将来にとって極めて重要な問題で

ありその地球科学的語課題の解明は11年目以降ますま

す大きな意義を有するものである｡読者各位のますま

すの御支援をお願いする次第である.

1984年3月号�


